
 

６松（指監）第６２０号  
令和７年３月１０日  

 
指定障害福祉サービス事業所等 
       設置法人代表者 様 

  
松山市福祉推進部 指導監査課長  

 
介護給付費等算定に係る体制等に関する届出等の適切な実施について 

 
 平素から、本市の障がい福祉施策の推進に格別の御協力をいただき厚くお礼申し上げま
す。 
さて、前年度の実績等により基本報酬の算定区分が決定される場合や加算等の算定可否

に変更が生じる場合は、「介護給付費等（または障害児通所・入所給付費）算定に係る体制

等に関する届出書」（以下、「体制届」という。）の提出が必要となります。 
また、人員配置や利用定員の変更など、事業所体制の見直し等により、新たに加算を算

定する場合、または、指定基準等において配置が必要とされている従業者が確保できない
等により報酬が減算となる場合も、体制届の提出が必要です。 
つきましては、令和７年４月から体制等の変更を予定されている事業所等は、指導監査

課に対して体制届を提出していただくなど、手続きに遺漏のないようお願いします。 

記 
１．届出対象サービス 

(1) 前年度の実績により基本報酬区分が決定されるサービスのうち、下表に記載してい
るサービスについては、報酬区分の変更がなくても必ず体制届を提出してください。 
 

サービス名 対象事業所 提出書類(※1) 

就労移行支援 

全事業所 

別表 1、別添、確認資料 

就労継続支援Ａ型 
別表２、別添(全体表・実績)、 
参考表 兼 前年度工賃実績報告用様式（※3） 

就労継続支援Ｂ型 
別表３、別添(※2)、 
参考表 兼 前年度工賃実績報告用様式  

就労定着支援 別表４、別添、確認資料 

地域移行支援 
サービス費(Ⅰ)または

(Ⅱ)を算定する事業所 
別表５、確認書類 

 ※1 体制届出書(様式第５号)、体制等状況一覧表に添付する書類 

 ※2 サービス費(Ⅲ)または(Ⅳ)を算定する場合 

 ※3 体制届に添付する本様式は、「就労継続支援Ａ型（雇用有）の算定除外」の対象者がいる場

合も必ず記載のうえ提出すること。（別途通知予定の「前年度工賃実績報告」として提出す

る場合は、前述の算定除外対象者の記載は不要。） 

 (2) 令和７年４月より、基本報酬の区分変更又は加算等の異動（加算の新規算定・算定

中の加算の区分変更や終了）がある場合は、全サービスが対象です。現在算定してい

る報酬・加算等についても、指定基準等で定める必要人員や加算の算定要件となる人

員が配置されているか必ず自己点検を行い、変更がある場合は届出を行ってください。 



２．届出提出期限 

(1) 算定される単位数が増える(報酬が増額となる)場合 

令和７年４月サービス提供分から算定する場合は、 令和７年３月 14 日（金）【必着】 

   ※毎月 15日以前に届出された場合は翌月から、16日以降に届出された場合は 

翌々月から算定開始。 

(2) 前年度末日までの実績により基本報酬や加算の区分が決まる場合 

令和７年４月サービス提供分から算定する場合は、 令和７年４月 15 日（火）【必着】 

   ※就労系サービスの基本報酬等、前年度末日までの実績によって報酬区分が決ま

るものは、上記期限までに届出された場合は令和７年４月サービス提供分から

算定可能。 

(3) 加算等が算定されなくなる(報酬が減額となる)場合 

速やかに 

※届出時期にかかわらず、事実が発生した日から算定不可 

 

３．届出先（指定権者） 

  松山市役所指導監査課 障がい事業者指定・指導担当 

  〒790-8571 松山市二番町四丁目７番地２ 

 

４．届出方法 

  郵送もしくは窓口にて提出（※窓口混雑緩和のため原則郵送にて提出してください） 

 

５．届出様式 

  松山市役所ホームページに掲載しています。 

【掲載場所】 

トップページ＞くらしの情報＞福祉＞障がい福祉＞指定障害福祉サービス事業者等の方への

お知らせ＞新規、変更、廃止、休止、更新等の申請及び届出＞加算等に関する届出等 

 

６．加算等に関する問い合わせ 

  加算の算定要件その他届出書類等についての問い合わせは、下記の Webフォームより 

お願いいたします。 

【Webフォーム】 https://logoform.jp/f/lfxYU 

 

  いただいたご質問の回答については、おおむね、質問を受けた日の週内又は一週間以 

内に電話で行います。お手数をおかけしますが、ご協力をお願いいたします。 
 

７．留意事項 

(1) 適正な報酬等の請求について 

 前年度の実績（平均利用者数、対象利用者の有無・割合等）により報酬算定区分

が変わる基本報酬及び加算の一例を、下記に記載しますので特に御確認ください。 

 

 

 

 

https://logoform.jp/f/lfxYU


≪前年度実績等に基づき算定区分が決まる主な報酬・加算≫ ※計画(障害児)相談支援は、各市町に提出。 

 ●：区分変更の有無にかかわらず令和７年４月以降の報酬を算定する場合は必ず届出が必要 

 ○：区分等に変更がある場合は届出が必要 
   サービス 
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対象 
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基本報酬 
     ● ● ●    ● ● 

(※1) 
 ○   

特定事業所加算 ○             ○    

人員配置体制加算   ○ ○       ○        
視覚・聴覚言語障害

者支援体制加算 
  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       

重度障害者支援加算 

(Ⅰ)(Ⅱ) 
  ○       ○ ○       

就労移行支援体制加算   ○ ○ ○  ○ ○          
移行準備支援体制加算      ○            
夜勤職員配置体制加算           ○       
賃金向上達成指導員

配置加算 
      ○           

目標工賃達成指導員

配置加算 
       ○          

目標工賃達成加算        ○          

重度者支援体制加算       ○ ○          

通勤者生活支援加算         ○ ○ 
(※2) 

       

夜間支援等体制加算         ○ ○ 
(※2) 

       

地域移行支援体制強

化加算 
        ○         

就労定着実績体制加算            ○      
常勤看護職員等配置

加算(Ⅰ)(Ⅱ)（Ⅲ） 
  ○               

看護職員加配加算               ○ 
(※3) 

○ 
(※3) 

 

看護職員配置加算(Ⅱ )                 ○ 

   ※1 サービス費（Ⅰ・Ⅱ）を算定する場合  ※２ 日中サービス支援型を除く  ※３ 重心の場合 

 

 

 

(2) 児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援に係る自己評価結果等公

表の報告について 

   児童発達支援、放課後等デイサービス及び保育所等訪問支援においては、自己評

価結果等について、年１回以上の公表及び指定権者への報告が必要です。 

公表及び報告を行っていない事業所は、自己評価結果等未公表減算の対象となり

ますので、速やかに御対応をお願いします。 

・令和５年３月末までに指定を受けた事業所：令和７年２月 28 日（金） 

・令和５年４月１日以降に指定を受けた事業所：指定年月日又は前回の自己評価結

果等公表の報告日から１年以内 
 

(3) 児童発達支援・放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達支援に係る支援プログ

ラムの公表について 

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、総合的な支援の推進と提供す

る支援の見える化を図るため、５領域（「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行動」



「言語・コミュニケーション」「人間関係・社会性」）との関連性を明確にした事業

所における支援の実施に関する計画（以下「支援プログラム」という。）を作成し、

公表することが義務付けられました（令和６年度中は経過措置期間）。 

 令和７年４月１日以降、支援プログラムの公表及び指定権者への報告を行ってい

ない事業所は、支援プログラム未公表減算の対象となりますので、速やかに御対応

をお願いします。 

・令和７年３月末までに指定を受けた事業所：令和７年３月 24 日（月） 

・令和７年４月１日以降に指定を受ける事業所：原則新規指定時に指定申請書類と

併せて提出 

※令和７年４月以降、届出がされていない月から届出がされていない状態が解消さ
れるに至った月まで減算となるため留意してください。 

※支援プログラムの公表及び報告等の詳細については、令和７年２月７日送付の「児

童発達支援等における支援プログラムの作成及び公表について（６松（指監）第

556号）」をご確認ください。 

 

(4) 共同生活援助・施設入所支援における地域連携推進会議の開催等について 

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、地域の関係者を含む外部の目

（又は第三者による評価）を定期的に入れる取組みが令和７年度から義務付けられ

ました（令和６年度中は努力義務）。 

共同生活援助事業所及び障害者支援施設におかれては、適切な御対応をお願いし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）松山市ホームページ 地域連携推進会議について 

トップページ＞くらしの情報＞福祉＞障がい福祉＞指定障害福祉サービス事業者等の方へのお知らせ

＞お知らせ＞地域連携推進会議について 

 

(5) 業務継続計画の策定について 

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、感染症及び非常災害の発生時

に必要なサービスを継続的に提供できる体制を構築するため、業務継続計画の策定

が義務付けられました。 

令和７年４月１日以降は、全てのサービスにおいて、業務継続計画を策定し必要

な措置を講じていない場合に業務継続計画未策定減算の対象となりますので、速や

かに御対応をお願いします。 

 

 

  
松山市役所福祉推進部指導監査課 
障がい事業者指定・指導担当  
TEL 089-948-6079  FAX 089-934-1763 

①利用者及びその家族、地域住民の代表者、サービスについて知見を有する者並びに

市町村の担当者等により構成される地域連携推進会議を開催し、おおむね１年に１

回以上、会議において運営状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機

会を設けること。 

②おおむね１年に１回以上、会議の構成員が事業所を見学する機会を設けること。 

③上記①の報告、要望、助言等についての記録を作成し、これを公表すること。 

※第三者評価を①～③の措置に代えることができる。 


